
メント制度 に、委託先における取扱いを含め、更なる要配慮個人情報の慎

については、後期基本計画において、指標を１件当たりのホー 重かつ適正な管理を図っていく。パブリック・コメント制度に

ムページへのアクセス件数の平均としたことに伴い、より直接 ついては、市民が意見が述べやすい環境を引き続き保持するた

的に取組の成果が、数値に反映することになった点を踏まえ、 め、公共施設への意見提出用紙の配置や分かりやすい概要書の

市民が気軽に利用・閲覧できるよう、制度の周知を図る必要が 添付など、制度について、より多くの市民が関心を持つことが

ある。 できる取組を続けていく。

　情報公開制度については、積極的な情報発信・提供が図られるとともに、制度手続の迅速

化が図られている。また、個人情報保護制度についても、同様に適正な運用がなされている

Ｂ
。パブリック・コメント募集案件の閲覧者数は、目標値を上回り達成しているが、引き続き

市民の市政への参画を推進していく。

　情報公開制度、個人情報保護制度及びパブリック・コメント制度は、市民の知る権利や行

政の説明責任における重要な役割を担うとともに、市民との協働による政策立案の際の重要

→ な手続である。したがって、今後も人員及び予算の維持が必要である。

　情報公開・個人情報保護制度及びパブリック・コメント制度は、市民の知る権利を保障するとともに、個人情報保護が十分図られた環境

において、市民が安心して積極的に参画しやすい、開かれた市政を実現するために必要なものであり、今後も各制度の適切な運営を継続し

ていかなければならない。
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２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
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○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況

（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（人員/予算）
（↑増加、→維持、↓削減） 説　明

（人員/予算）

（評価者コメント）

07 人が集い心ふれあうまち 総務部　行政管理課

03 市政情報の提供

75 情報の公開・個人情報の保護

　市民の知る権利に応えた情報の提供及び市民の信頼の得られる個人情報保護を行い、市民が積極的に参画しやすい開かれ

た市政を実現します。

情報公開事業

パブリック・コメント募集 ホームページのアクセス件数
件 240 200 118 254 363 264 343

案件の閲覧者数 (１件当たりの平均 )

より多くの市民の関心を引くため、意見提出用紙を公共施設に配置するとともに、案件概要書の作成を義務付け
た。

　情報公開制度については、公開可能な情報をより積極的に発 　情報公開制度については、各所属と連携を図りながら、市民

信・提供していく体制の構築が求められている。個人情報保護 の知る権利に資する有用な情報の発信・提供ができるよう更な

制度については、マイナンバー制度の厳格な保護措置や個人情 る検討を進める。個人情報保護制度については、マイナンバー

報保護法改正に伴う要配慮個人情報（機微情報）のより慎重か 制度の厳格な保護措置を図るための庁内体制を構築するととも

つ適正な取扱いが求められている。パブリック・コ
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５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）
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事業費R コメント
うち4

事業内容 うち一般財源計
画
額

一般財源
人件費

03 情報公開事業　（行政管理課）

情報公開事業

任
意

1,696 自治基本条例に基づ
0

2,870 く市民の知る権利を

２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ ２ ○ Ａ01 01 02 01 02 03 01 2,701 保障するため、更な

・情報の公開及び個人情報の 2,700 る事業継続が求めら 0

保護という両制度の総合窓口 6,924 れる。

R2決算額 R3予算額 R4計画額 R4予算額

計（千円） 事業費 1,696 2,870 2,701 0

うち一般財源 1,696 2,869 2,700 0

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７令和4年度

戸

で終了 ８令和3年度で

田

終了 ９令和2年度で終

市

了
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